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春日井市制限付き一般競争入札の公告説明書 

 

春日井市が行う建設工事等に係る制限付き一般競争入札の公告の詳細は、春日

井市制限付き一般競争入札実施要綱（平成13年４月１日施行）、春日井市入札者

心得書（平成４年５月１日施行）、春日井市建設工事等に係る電子入札実施要領

（平成19年６月１日施行）、あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）利用

規約（平成18年９月６日施行）及び関係法令に定めるもののほか、この公告説明

書によるものとする。 

 

１ 入札参加資格について 

この入札に参加できる者は、８項に示す年度の春日井市入札参加資格者名簿に

登載されている者で、次に掲げる項目を全て満たしていなければならない。入札

に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を行った者のした入札は無効

とする。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条

の４の規定に該当する者でないこと。 

⑵ 制限付き一般競争入札参加申込の日（以下「申込日」という。）から当該工

事等の落札決定までの間において、春日井市建設工事等請負業者指名停止措

置要領（平成５年４月１日施行）に基づく指名停止又はこれに準ずる措置を

受けていない者であること。 

⑶ 申込日から当該工事等の落札決定までの間において、「春日井市が行う事務

及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成24年３月19日付け春日井市

長・愛知県春日井警察署長締結）に基づく排除措置を受けていない者である

こと。 

⑷ 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の

申立てがなされていない者又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条に

基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。ただし、会社

更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者又は民事再生法に基づく再生

手続開始の決定を受けた者については、更生手続開始又は再生手続開始の申

立てをなされなかった者とみなす。 
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⑸ 次に定める届出の義務を履行していない建設業者（当該届出の義務がない

者を除く。）でないこと（委託は除く）。確認は経営事項審査の総合評定値

通知書の写しで行う。ただし、経営事項審査の総合評定値通知書の写しで確

認できない場合は、確認できる書類を併せて提出すること。届出の義務がな

い場合は、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の届出がないことの届出書

を提出すること。 

ア 健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出の義務 

イ 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出の義務 

ウ 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出の義務 

 

様式はホームページからダウンロードすること。 

https://www.city.kasugai.lg.jp/business/nyusatsu/1009832/1009833/1027914.html 

 

⑹ 公告の９から15項までに定める入札参加資格を全て満たす者であること。

なお、入札参加資格の詳細は、次のとおりである。 

ア 契約を締結する営業所（建設業法（昭和24年法律第100号。以下「法」と

いう。）の規定に基づく許可を受けたものに限る。）が、９項の要件を満た

し、当該営業所が建設工事の春日井市入札参加資格者名簿に登載後、申込

日において引き続き３年を経過している者 

(ｱ) 本店：法の規定に基づく主たる営業所（一般的には「本社」・「本店」

のことをいう。） 

(ｲ) 支店：法の規定に基づく主たる営業所以外の営業所（一般的には「支

店」・「支社」・「営業所」のことをいう。） 

イ 10項及び11項に示す業種区分について、当該営業所が法の規定に基づく

許可を申込日現在に受けており、建設工事の春日井市入札参加資格者名簿

に当該業種を登載していること。配置する技術者は、10項及び11項に示す

業種区分について法の規定に基づく技術者になることが可能な資格を有し

た者であること。なお、下請契約の金額が5,000万円（建築工事業は8,000

万円）以上となることが予定される場合は「特定建設業の許可」を受けて

いること及び監理技術者の資格を有する者を配置させること、請負金額が
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4,500万円（建築一式工事は9,000万円）以上となる場合は工事現場ごとに

専任の監理技術者又は主任技術者の資格を有する者を配置させること等、

法の対応については、入札参加者が自ら的確に行うこととする。 

ウ 10項及び11項に示す総合評定値は、申込日において審査基準日から１年

７か月を経過していない総合評定値通知書における同項に示す業種区分に

係る値とする。要件内に「本店」及び「支店」の記載がある場合は、契約

を締結する営業所がいずれであるかにより、その要件を満たすこと。 

エ 12項及び13項において施工実績を求める場合は、法の規定に基づく同項

に示す業種区分として発注された工事等について、元請として各項につき

それぞれ１件が要求以上の施工実績を有していることが必要である（12項

と13項の両方の要件を満たす施工実績１件でも可とする）。要件内に「官

公庁」とある場合は、国、地方公共団体、公社、公団、独立行政法人及び

事業団に限る。なお、ここで求める施工実績は、入札参加する企業等の実

績であり、この工事等に配置を予定する技術者個人の実績である必要はな

い。 

オ 14項に業種区分の記載がある場合は、公告日の属する年度の５年度前の

年度から前年度までの間に完成した春日井市が同項に示す業種区分で発注

した工事等について、春日井市工事成績評定要領（平成14年４月１日施

行）に基づく工事成績評定（以下「評点」という。）の各年度（評点を受け

た年度に限る。）の平均点（小数点以下切捨て）を加算して５（評点を受け

ていない年度がある場合は、評点を受けた年度の数）で除した値が65点以

上（小数点以下切捨て）の者であることとする。確認のための書類等を提

出する必要はない。 

カ 15項において、その他の入札参加資格要件を求める場合、その求める要

件を満たす者であること。 

 

２ 入札手続き等について 

⑴ 制限付き一般競争入札に参加を希望する者は、18項に示す期間内にあいち

電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）における電子入札サブシステム

（以下「電子入札システム」という。）により19項に示す書類（あいち電子調
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達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）の「入札情報サービス」の「入札公告」

に掲載する。）を添付し申し込みすること。 

⑵ 本件に係る設計図書は、22項に示す期間内に、あいち電子調達共同システム

（ＣＡＬＳ／ＥＣ）の「入札情報サービス」の「入札公告」に掲載する方法で

配布する。 

⑶ 設計図書に対する質問がある場合は、23項に示す期間内に、７項の担当課

に文書により提出するものとする（必着）。質問者は本件の入札に参加をする

者に限る。回答については、25項に示す期間の始期の２日前（日曜日、土曜

日及び休日を除く。）までに書面で通知する。 

⑷ 16項に示す入札方式が、「事前審査型一般競争入札」の場合、制限付き一

般競争入札に参加申込をした者は、30項の資格確認申請書等を29項に示す期

限までに、提出先部署に持参又は郵送（必着）で提出すること。提出された

資格確認申請書等は申請者に返却しない。期限までに提出がない又は資格を

有しないと認められた場合は、入札に参加することができない。入札参加資

格の結果確認通知は20項に示す期限までに電子入札システムにより通知す

る。資格無しの通知を受けた者は、21項に示す期限までに29項に示す提出先

部署へ文書により資格無しの理由についての説明を求めることができる。説

明を求めた者に対する回答は、提出期限の翌日から起算して５日（日曜日、

土曜日及び休日を除く。）以内に書面で通知する。 

⑸ 16項に示す入札方式が「事後審査型一般競争入札」の場合は、開札により

最低価格入札者となった者を落札候補者とする。ただし、17項に示す落札方

式が「総合評価」の場合は、価格以外の要素と価格を総合的に評価して最高

評価者となった者を落札候補者とする（詳細は、別に示す「総合評価落札方

式について」（あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）の「入札情

報サービス」の「入札公告」に掲載する。）による。）。資格確認申請書等で、

入札参加資格の確認を行うので、落札候補者は、30項の資格確認申請書等を

29項に示す期限までに提出先部署に持参又は郵送（必着）で提出すること。

30項の資格確認申請書等のうち、あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／

ＥＣ）の「入札情報サービス」の「入札公告」に掲載される書類について

は、22項に示す期間終了後はダウンロードできないため、期間内に必ず入手
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しておくこと。提出された資格確認申請書等は申請者に返却しない。期限ま

でに提出がない場合は、入札は無効とする。資格審査の結果、資格を有する

と認められた場合はその者を落札者と決定し、資格を有しないと認められた

場合は次順位の者を落札候補者とし、資格の確認を行うものとする。資格を

有しないと認められた者には、事後審査型制限付き一般競争入札参加資格不

適格通知書で資格のない旨を通知する。 

⑹ 30項に示す資格確認申請書等の詳細は、次のとおりとする。 

ア 制限付き一般競争入札参加資格確認申請書 

あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）の「入札情報サービス」

の「入札公告」に掲載する。 

イ 経営事項審査の総合評定値通知書の写し 

申込日において審査基準日から１年７か月を経過していない直近のもの

で発行者の印影のあるもの 

ウ 12項及び13項の工事等を施工し、完成させた実績を確認できるもの 

工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）竣工時登録データの写し。工事

実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）竣工時登録データの写しで、確認出来

ない内容がある場合は、確認できる書類を併せて提出すること。 

エ 制限付き一般競争入札（共同企業体）参加資格確認申請書 

あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）の「入札情報サービス」

の「入札公告」に掲載する。 

オ 特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書 

あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）の「入札情報サービス」

の「入札公告」に掲載する。 

カ 特定建設工事共同企業体協定書 

あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）の「入札情報サービス」

の「入札公告」に掲載する。 

キ 委任状 

あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）の「入札情報サービス」

の「入札公告」に掲載する。 

⑺ 31項に示された入札手続き等がある場合は、その手続きを行うこと。 
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⑻ 入札書の提出は、25項に示す期間内に電子入札システムにより入札書に必

要な事項を入力し、26項の書類を添付し送信すること。添付がない場合は、

入札書を無効とする（ただし24項に示す回数が３回の場合は、２回目及び３

回目の入札は除く）。最低制限価格未満の入札は無効とし、再度入札するこ

とはできない 

⑼ 入札は電子入札システムにて行い、紙入札は原則行わない。 

⑽ 入札に参加する者が１者である場合においても、原則として入札を執行する

ものとする。 

⑾ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に

相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額）をもって契約金額とするので、入札者は、消費税及

び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積も

った契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

３ 入札（契約）条件について 

⑴ 33項が「契約金額の100分の10以上」の場合は、契約保証届出書を39項の契

約担当課に提出すること。 

 

様式はホームページからダウンロードすること。 

https://www.city.kasugai.lg.jp/business/nyusatsu/yoryo.html 

 

⑵ 36項が「有」の場合は、別に示す「分割・追加工事における諸経費の調整

について」（あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）の「入札情報

サービス」の「入札公告」に掲載する。）の諸経費対象工事を請負っている者

がこの工事を落札した時は、契約締結後に受注した工事を合算して諸経費の

調整を行い、減額が生じる場合は減額の変更契約を行うものとする。ただ

し、本件工事の入札においては、諸経費調整を行わないものとして算出した

金額を入札書に記載すること。 

⑶ 37項が「有」の場合は、建設工事に係る資材の再資源化に関する法律（平

成12年法律第104号）に基づく分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化
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の実施が義務付けられた工事である。契約に当たり分別解体等の方法、解体

工事に要する費用、再資源化等に要する費用並びに再資源化等をするための

施設の名称及び所在地を契約書に記載する必要があるので、関係書類を落札

決定の日の翌日から起算して２日（日曜日、土曜日及び休日を除く。）以内に

７項の工事担当課に提出すること。 

 

様式はホームページからダウンロードすること。 

https://www.city.kasugai.lg.jp/business/nyusatsu/yoryo.html 

 

⑷ 38項に示された条件がある場合、その内容を熟覧の上、入札に参加するこ

と。 

⑸ 工期は事情により変更することがある。 

⑹ 制限付き一般競争入札に参加を希望する者が営業停止処分を受けた場合に

おいて、営業停止期間中は、入札参加申込、入札等の営業活動はできないも

のとする。 

⑺ 契約を締結するまでの間に、落札者が指名停止又はこれに準ずる措置を受

けた場合、並びに「春日井市が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する

合意書」に基づく排除措置を受けた場合は、原則として契約を締結しないも

のとする。この場合、春日井市は一切の損害賠償の責を負わない。 

 

４ その他 

あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）の操作方法に関する問合せ

は、次のヘルプデスクを利用すること。 

ヘルプデスク 電話:0120-059-399（受付時間:平日９時～17時） 


